
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

中国が「BEPS防止のための

租税条約関連措置の実施に係

る多国間協定」に署名 
 

2017年 6月 7日、中国を含む世界 68カ国・地域の代表が経済協力開発機構

（OECD）による「税源浸食及び利益移転（BEPS）を防止するための租税

条約関連措置の実施に係る多国間協定」（Multi lateral Convention to 

Implement Tax Treaty Related Measures to Prevent BEPS。以下、

「MLI」）1の署名式に参加し、MLIに署名した。同時に、更に 9 カ国・地

域は MLI に署名する意向を示している（そのうち、カメルーンとモーリ

シャスは 7 月初頭に署名した）。2017 年末までにさらに多くの国々が

MLI に署名することが期待されており、また、二国間租税条約に対する

最初の改正は、2018 年初頭に発効する予定である。OECDの推定によれ

ば、将来、1100以上の租税条約が MLIから影響を受けることになる。特筆す

べき点として、中国にとって最大の貿易相手国である米国は今回の署名式に参

加しておらず、MLIに署名する意向も示さなかった。 

 

MLIの概要 

 

MLIは、この種の多国間条約としては初めてのものであり、その主旨は、租税

条約の濫用防止、恒久的施設認定の人為的回避の防止、ハイブリッド・ミス

マッチ取決めの効果の無効化、紛争解決メカニズムの改善などを含む複

数の目標を実現することで、安定かつ有効な国際租税体制を構築するこ

とである。 

 

MLIの実施を通じて、各締結国が個々の二国間租税条約について改正交渉を行

う必要がなく、既存の二国間租税条約ネットワークを一括修正し、BEPS行動

計画2における租税条約関連措置を協調して実施することができる。 

 

MLIは締約国に対して、BEPSに関する最低基準（ミニマムスタンダード）の

うちの 2つ（すなわち、租税条約濫用の防止と紛争解決メカニズムの改善）を

実施するよう要求しているが、これらの基準がどのように満たされるかについ

て、一定の柔軟性を認めている。また、OECDは BEPS関連の様々な措置を勧

告しており、締結国は各自でそれらの措置を実施するか留保を付するかを選択

することができる。 
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1 英語版：http://oe.cd/mli-en-text；中国版：http://www.chinatax.gov.cn/n810341/n810770/c2672578/part/2672593.pdf 
2 OECDの BEPS行動計画に関する説明にご参照ください（英語版）：http://oe.cd/aboutbeps 
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MLIは締結国に対して、MLIの適用対象となる租税条約（改正に関する文書、

付属文書などを含む。例えば議定書、交換公文など）、即ち「対象租税条約」

（Covered Tax Agreements、「CTAs」）の提示を求めている。MLIの第 1条

において、「この条約は、次条（用語の解釈）に規定する全ての対象租税条約

を修正する」と明確に規定されているが、各締約国は、MLIの規定に基づき、

各修正条項に対し、受け入れるか留保に付するかについての裁量権を有する。 

 

OECDは寄託者として、各締約国から提出された対象租税条約、留保事項及び

通告事項に関する暫定リストをそのホームページ3において開示している。二国

間租税条約は、両方の当事国が当該租税条約を MLIの適用対象とすること、且

つ修正内容ついて合意した場合に限り、修正される。OECDの認識として、

MLIは議定書と違って、現行の租税条約の条文を直接修正するものではなく、

修正するためのルールを提供するものである。これは、将来において対象租税

条約を実際に適用する際、当該租税条約及び MLIの両方を参照する必要がある

ことを意味する。具体的に言えば、MLIに基づく租税条約の修正箇所につい

て、租税条約の締約国のいずれか一方がこの修正について留保を付する（即

ち、受け入れない）場合、他方の締約国の見解にかかわらず、当該修正は適用

されず、租税条約に影響を及ぼさない。 

 

OECDは、各締約国から提出された留保事項と通告事項に関する暫定リストに

基づき、「MLIマッチングデータベース4」のベータ版を立ち上げた。当該デー

タベースは、MLIの枠組みの下で、対象租税条約が具体的にどのように修正さ

れるかを理解するのに役立つものである。 

 

中国の提出した暫定リストにおいて、102の対象租税条約が含まれており5、そ

の中に、チリ、香港、インド、マカオ、台湾との間の租税条約或い取決めは含

まれていないが、チリとインドは提出した対象租税条約の暫定リストに、中国

との間の租税条約を含めている。その他の締約国の提出した暫定リストを照合

した結果、中国の提出した暫定リストに列挙された対象租税条約のうち 47の

租税条約が、MLIからの影響を受けると予想される6。 

 

各契約国から提出された暫定リストは合計 2,000ページを超えており、中国は

37ページにおよぶ暫定リストを提出した。本 Tax Analysisは、中国の提出し

た暫定リストにおけるメイントピックに焦点を当てる。 

 

中国の立場 

 

租税条約濫用の防止 

 

租税条約の濫用を防止するための BEPSミニマムスタンダードを実施するため

に、中国は MLI第 6条の規定に基づき、対象租税条約を修正し、脱税又は租税

回避を通じた非課税又は租税の軽減の機会を生じさせることなく、二重課税を

除去する意図を表明することに同意する。MLI第 6条において、「対象租税条

約の前文に次の段落を加えるように修正する」と規定されている。 

 

「この協定の対象となる租税に関して、脱税又は租税回避を通じた非課税

又は租税の軽減（当事国以外の国又は地域の居住者の間接的な利益のため

にこの協定において与えられる租税の免除又は軽減を得ることを目的とす

る条約漁り7の仕組みを通じたものを含む）の機会を生じさせることなく、

二重課税を除去することを意図して…」 

 

対象租税条約の前文の修正に加えて、MLIは条約濫用を防止するための BEPS

ミニマムスタンダードの実施について、実質的なテクニカルルールを提供して

いる。MLIの規定に基づき、締約国は下記 3つの案から 1つ選択して実施する

ことができる。 
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3OECDホームページ（英語版）：http://oe.cd/mli 
4 OECDホームページ（英語版）：http://oe.cd/mlimatching 
5 そのうち、ルーマニアの間に締結された 2つの租税条約を含む。 
6 モーリシャス、スペイン、スイスは、中国との間に締結された租税条約を自国の対象租税条約暫定リストに含めていない。 
7「Treaty-shopping」。「トリーティーショッピング」とも訳される。 
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1）主要目的テスト（「Principal purpose test」、略称「PPTテスト」）。2）簡略版特典制限条項（「Limitation on 

benefits rule」、略称「LOB条項」）およびPPTテストからなる複合アプローチ。3）導管を用いた金融の仕組みに対処

する特別規則によって補完した詳細版LOB条項。 中国を含む多くの国家は、上述の1）、すなわち、PPTテストのみを

通じて、条約濫用を防止することを選択している。PPTテストのみを適用する場合、全ての関連する事実及び状況を考

慮して、当該対象租税に基づく特典を受けることが、当該特典を直接又は間接に得ることとなる仕組み又は取引の主た

る目的の一つであったと判断することが妥当である場合には、そのような場合においても当該特典を与えることが当該

対象租税条約の関連する規定の目的に適合することが立証されるときを除き、当該特典は与えられない。 

 

MLI第8条において、租税条約の特典として、配当にかかる源泉税に軽減税率を適用する場合、最低持株期間の要件を加

えるように規定されている。中国は、この規定に基づき、対象租税条約の関連条項を「配当にかかる軽減税率の適用は、

株主が配当支払日を含む365日間を通して25%以上の持分を保有する場合に限られる」に修正することに同意し、影響を

受ける可能性のある36の対象租税条約をリストアップした。MLI第9条において、主として不動産から価値が構成される

事業体の株式又は持分の譲渡から生ずる収益について、MLI第8条の規定と類似して、「一方の当事国の居住者が株式そ

の他事業体に参加する権利の譲渡によって取得する収益に対して、これらの価値又は当該事業体の資産の一定の割合を

超えるものが他方の当事国内に存在する不動産によって構成される場合、当該他方の当事国において租税を課すること

ができる規定は、当該譲渡に先立つ365日の期間のいずれかの時点において、これらの割合の基準値を満たす場合に適用

する」と規定されている。中国は、当該規定について留保を付した。この点に関する中国の立場として、国税発

[2010]75号通達及び国家税務総局公告2012年第59号の現行規定を踏襲して、「当該譲渡に先立つ36ヶ月の期間のいずれ

かの時点において、譲渡される株式或いは権利の価値が実質的に主に中国に存在する不動産によって構成される場合、

中国は当該譲渡益に対して、租税を課すことができる」。 

 

恒久的施設（PE）認定の回避 

 

MLIにおける恒久的施設（PE）の関連条項は、BEPS行動計画7の提言（すなわち、PE認定の人為的回避の防止）の実施

を目的とするものであり、下記の措置を通じて、PE認定のハードルを下げるものである。 

 

 非独立代理人 PEの定義を拡張する。（コミッショネア取引やその他類似のアレンジメントにおける受託者を PE認

定の範囲に入れる） 

 PE認定から除外される特定活動が準備的・補助的性質であることを要求するとともに、分割防止規定の導入を要求

することで、PE認定の例外とされる特定活動の範囲を縮小する。 

 建築工事などの長期契約を分割することで PE認定を回避するケースに対処するための租税回避防止規則を導入する。 

 

中国と11の欧州連合加盟国8は租税条約におけるPE認定関連条項の修正を行わないこととした。そのため、中国と諸外

国の間に締結された租税条約におけるPE認定の関連条項は、MLIの影響で修正されることはない。中国における現行規

定（国税発[2010]75号通達）により、上述の目標は既に実現可能であると中国の税務機関が判断しているため、中国に

よる上述の立場表明は予想外ではない。国税発[2010]75号通達において、国家税務総局は国連及びOECDによるモデル

租税条約のコメンタリーにおける若干の条約濫用防止措置を採用している。例えば、「契約を締結する」という文言は、

契約書の細部に関する交渉などの活動を含むものと解釈すべきである。 

 

ハイブリッドミスマッチ取決めの否認 

 

ハイブリッドミスマッチの関連措置はBEPSミニマムスタンダードではない為、中国は税務上透明な事業体

（transparent entities）によるハイブリッドミスマッチ取決めに関する条項を採用しないこととした。ただし、留意点と

して、中国はMLI第4条の規定に基づき、個人以外の双方居住者に関する居住地振分けの現行ルール（実質的な管理機構

の所在地基準）に代えて、新しいタイブレークルール（tie- breaker rule）を導入している。具体的には、個人以外の双

方居住者の租税条約上の居住性について両締約国の権限ある当局の間に合意がなされていない場合、その者は租税条約

特典の適用を受けられない。 

 

紛争解決メカニズムの改善 

 

前述の通り、MLIは、租税条約をめぐる紛争解決のためのBEPSミニマムスタンダードの実施を要求している。中国は、

OECDモデル租税条約2014年版第25条（相互協議手続）第1項の規定（対象租税条約の規定に適合しない課税に係る措

置の最初の通知日から三年以内に、いずれの締約国の権限のある当局に対しても相互協議の申立てをすることができ

る）を採用せず、「自らが居住者となっている締結国の権限ある当局にのみ申立てをすることができ、また、対象租税

条約における国籍による無差別取扱条項に関わる場合、自らが国民となっている締結国の権限ある当局にのみ申立てを

することができる。一方の締約国の権限ある当局が当該申立てが合理的なものであると認めた場合、他方の締約国の権

限ある当局に通知するか、相互協議手続を実施する」と規定している。 

 

                                                
8 ブルガリア、キプロス、チェコ共和国、デンマーク、フィンランド、ギリシャ、ハンガリー、ラトビア、マルタ、ポーランド、スウェーデン 



中国はMLI第17条（対応的調整）について留保とせず、当該条項の内容は中国と諸外国の間に締結された租税条約に導

入される。 

 

義務的かつ拘束力を有する仲裁に関する規定は、締約国双方がその適用を選択する場合にのみ、適用される。その他ほ

とんどのMLI条項において、留保に関する規定が標準化されているが、義務的かつ拘束力を有する仲裁に関する規定にお

いて、当事国は仲裁の対象となる事案の範囲を自由に決定することができる（他方の当事国の承認が前提条件である）。

一般的に、両当事国の権限のある当局が二年以内に相互協議事案を解決するための合意に達することができない場合に

おいて、仲裁に付託される。26ヵ国9は義務的かつ拘束力を有する仲裁に関する規定の適用を選択したが、中国はその適

用を選択しなかった。 

 
 

考察とコメント 

 

目下、各締約国はMLIの適用について、国内法の規定に基づき承認を取る必要がある。国内法の規定に基づく承認手続き

の完了後、締約国はOECDに相応の批准書（或いは受託書、承認書）を寄託しなければならない。規定によれば、MLIが

効力を生ずるには、最低5つの国或いは地域の批准を得る必要があり、即ち、MLIは、五通目の批准書が寄託された日に

開始する三ヶ月の期間が満了する日の属する月の翌月の初日に効力を生ずる。その後にMLIを批准し、受諾し、又は承認

する各締約国については、MLIは当該締約国によって批准書、受諾書又は承認書が寄託された日に開始する三カ月の期間

が満了する日の属する月の翌月の初日に効力を生ずる。 

 

MLI条項の適用開始日は、その内容によって異なる：1）非居住者に対して支払われ、又は貸記される額に対して源泉徴

収される租税については、MLIが効力を生じた日の翌年の初日以後に発生する課税事象に適用される。2）当該各当事国

によって課されるその他の全ての租税については、MLIが効力を生じた日から六ヶ月の期間が満了した時以後に開始する

課税期間に関して課される租税に適用される。 

 

MLIは対象租税条約の改正について、締約国双方の合意を要求している（即ち、締結国双方が租税条約条項の修正につい

て、必要最小限の共通立場を有して初めて当該条項の修正が効力を生ずる）ことを考慮し、OECDはホームページにお

いてガイダンスを発表している。それには、31のフローチャート図が含まれており、MLIに基づく租税条約関連条項の

修正がどのようにして行われるかを理解するのに役立つものである。また、前述のとおり、OECDが現行の資料に基づ

き、ベータ版のMLIマッチングデータベースを立ち上げており、各締約国は、それを用いて各国による通知事項と留保事

項とのマッチングシュミレーションを行うことができる。 

 

中国国家税務総局は2017年6月23日に全83ページのMLI中国語訳本（OECDは、英・仏の2か国語版のみを正とするよう

表明している）を公表したが、その解説書の中国語訳本を公表しなかった。中国の税務当局が将来において、MLIから影

響を受けるすべての租税条約のリスト、及びMLIに署名した又は署名の意向を表明した租税条約の各締約相手国による通

知・留保状況のリストをまとめた統合文書を作成・公表するか否かは、要観察である。また、留保事項を提出した締約

国は、任意の時点でその留保を撤回するか、より限定的な留保に置き換えることが認められているため、利益関係者は

今後の動向に留意する必要がある。 

 

将来、中国の租税条約による恩典を享受する意向のある事業体にとって、MLIが中国の租税条約に及ぼす影響、特にMLI

によって導入される実質的なルール（例えばPPTテストなど）について、より深く理解する必要がある。留意点として、

MLIの解説書10とOECDモデル租税条約のコメンタリーのいずれも、MLIの条項に対して十分な解釈を提供していない現

状である。また、中国はOECD加盟国ではないが、BEPS包摂的枠組みに参加しており、中国の税務当局がBEPS行動計

画（特に行動計画6）の勧告を国内法整備にどれほど取り入れるかは要注目である。BEPS包摂的枠組みの下で、他国が

中国の租税システムを評価し、中国がBEPSミニマムスタンダードを実施しているか否かを確認することができるからで

ある。 

 

前述の通り、対象租税条約の前文に、「二重課税を除去すること」に加えて「脱税又は租税回避を通じた非課税又は租

税の軽減（条約漁りの仕組みを通じたものを含む）を防止すること」をその目的の説明文として加えるよう要求されて

いる。そのため、将来において、税務当局が租税条約の前文における目的の説明を根拠に、条約漁り防止における包括

的租税回避否認規定（General Anti-Abuse Rule、「GAAR」）の運用を強化することが予想される。 

 

また、租税条約の恩典適用について、MLIに基づく租税条約の修正に合わせて、中国における現行の手続き（特に租税条

約の恩典適用申請表関係）は調整される可能性があり、租税条約の複雑性を鑑みると、これにより納税者、源泉徴収義

務者と税務機関の負担を増大させる可能性がある。MLIによってアップデートされた特典制限条項により、租税条約の恩

典取得について承認を得るための追加情報の提出が要求される可能性があるが、国内レベルと国際レベルでこれらの追

加要件のさらなる明確化が待たれる。  

                                                
9 アンゴラ、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、フィジー、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イ

タリア、日本、リヒテンシュタイン、ルクセンブルク、マルタ、モーリシャス、オランダ、ニュージーランド、ポルトガル、シンガポール、

スロベニア、 イギリス 
10 解説書パラグラフ 12：「本解説書は、対象租税条約の改正において、MLIがどのようにして機能するかを説明するためのものであり、

BEPS行動計画の関連内容を解説するためのものではない。（義務的かつ拘束力を有する仲裁に関する規定を除く）」 
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